
 
 
 
 
 
 
 
 

株式会社名古屋証券取引所 

〒460-0008 

名古屋市中区栄三丁目３番１７号 

TEL  ０５２－２６２－３１７１ 
FAX  ０５２－２４１－１５２７ 
URL  http://www.nse.or.jp/ 

ＰＲＥＳＳ 
ＲＥＬＥＡＳＥ 

平成 17 年 4 月 26 日

各  位 

 

 

４月社長記者会見 

 
 

1. 平成１７年３月期決算発表について 

    ＜資料１ 参照＞ 

 

 

2. 外国会社向け上場制度等の新設について 
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平成１７年３月期   決算短信（非連結） 平成１７年４月２６日 

会 社 名 株式会社名古屋証券取引所  
（ＵＲＬ http://www.nse.or.jp/） 
代 表 者   役職名・氏名 取締役社長 畔柳  昇 

問 合 せ 先 責 任 者   役職名・氏名 常務取締役 澤田 康夫    ＴＥＬ (052)262－3171 

決算取締役会開催日 平成17年４月26日 中間配当制度の有無   有 
定時株主総会開催日 平成17年６月30日 単元株制度採用の有無  無 
 
１．17年3月期の業績（平成16年４月1日～平成17年３月31日） 
(1) 経営成績                                   （百万円未満切捨て） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円   ％

1,307  （  5.2）

1,242  （△12.3）

百万円   ％

138  （ 429.7）

26  （△72.7）

百万円   ％

147  （ 312.6）

35  （△70.6）

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

営 業 収 益 
経常利益率 

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円   ％

113  （ 323.7）

26  （△69.9）

円  銭

1,110.08 

261.97 

％

3.0 

0.7 

％ 

3.2  

0.8  

％

11.3 

2.9 

(注)①期中平均株式数      17年３月期   102,690株、 16年３月期   102,690株 
②会計処理の方法の変更   有 
③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
 (2) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円 

4,778    

4,751    

百万円

3,913   

3,797   

％ 

81.9   

79.9   

円   銭

38,105.99  

36,978.54  

(注)①期末発行済株式数   17年３月期   102,690株、 16年３月期   102,690株 

②期末自己株式数    17年３月期      －株、 16年３月期      －株 
 
(3) キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 

17年３月期 

16年３月期 

百万円 

116    

131    

百万円

1   

△ 8   

百万円 

－   

－   

百万円

3,447  

3,330  

 
２．18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 営業収益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

613    

1,179    

百万円

27   

123   

百万円

13   

67   

円 銭

0.00

――― 

 円 銭 

――― 

0.00 

円 銭

――― 

0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)   655円32銭 

 
※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき策定したものであり、予想にはさまざまな不確定要素が内

在しておりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 

資料１ 



貸　借　対　照　表

（単位：千円未満切捨て）
当　　期 前　　期 当　　期 前　　期

　 　　　　　科　　　目 平成17年 平成16年 増減 　　　　　　科　　　目 平成17年 平成16年 増減
3月31日現在 3月31日現在 3月31日現在 3月31日現在

資　産　の　部 負　債　の　部

流動資産 3,519,808 3,362,593 157,215 流動負債 233,161 81,930 151,230

現金及び預金 3,457,720 3,340,221 117,498 未払費用        111,530 36,170 75,360

営業未収入金        31,560 10,917 20,643 未払法人税等    60,651 2,290 58,361

前払費用        8,528 10,118 △ 1,589 未払消費税等      6,554 2,815 3,739

その他の流動資産 721 1,335 △ 614 前受金 12,180 7,801 4,378

繰延税金資産    21,276 － 21,276 預り金          8,893 9,853 △ 959

賞与引当金      33,350 23,000 10,350

固定資産 1,259,073 1,389,243 △ 130,169

有形固定資産 72,690 81,901 △ 9,211 固定負債 632,617 872,579 △ 239,962

建物 58,840 66,898 △ 8,057 預り保証金      4,621 4,621 －

備品            13,849 15,003 △ 1,153 預り信認金      182,397 393,450 △ 211,053

繰延税金負債    1,235 18 1,216

無形固定資産 119,381 33,662 85,719 退職給付引当金  400,512 409,344 △ 8,832

電話加入権      1,746 1,769 △ 23 役員退職慰労引当金 43,851 65,145 △ 21,293

ソフトウェア    117,634 31,892 85,742

　　　負債合計 865,778 954,510 △ 88,731

投資その他の資産 1,067,001 1,273,679 △ 206,677

投資有価証券    185,765 182,765 3,000 資　本　の　部

長期貸付金      23,998 35,144 △ 11,146 資本金          1,000,000 1,000,000 －

差入保証金      16,740 16,740 －

長期前払費用    12,521 － 12,521 資本剰余金 450,000 450,000 －

信認金特定資産  182,397 393,450 △ 211,053 資本準備金      450,000 450,000 －

違約損失積立金特定預金 628,178 628,178 －

その他の投資その他の資産 50,800 50,800 － 利益剰余金 2,461,293 2,347,299 113,994

貸倒引当金    △ 33,399 △ 33,399 － 任意積立金 2,230,915 2,230,915 －

違約損失積立金  628,178 628,178 －

建物・機械積立金 1,153,363 1,153,363 －

別途積立金      449,373 449,373 －

当期未処分利益　 230,378 116,383 113,994

株式等評価差額金 1,809 26 1,783

　　　資本合計 3,913,103 3,797,326 115,777

　　　資産合計 4,778,882 4,751,836 27,045 負債及び資本合計 4,778,882 4,751,836 27,045
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損　益　計　算　書
（単位：千円未満切捨て）

当 期 前 期
自　平成16年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 増　　減
至　平成17年 3月31日 至 平成16年 3月31日

営 業 収 益 1,307,899 1,242,992 64,907

取引参加者負担金 702,333 682,077 20,255

上場手数料 243,174 180,326 62,848

年間上場料 228,502 256,300 △ 27,797

その他の営業収益 133,889 124,287 9,601

営 業 費 用 1,169,441 1,216,853 △ 47,411

人 　件 　費 601,507 642,540 △ 41,032

施 　設 　費 462,314 465,103 △ 2,789

運 　営 　費 105,619 109,209 △ 3,590

営 業 利 益 138,458 26,138 112,319

営 業 外 収 益 9,221 9,655 △ 433

営 業 外 費 用 1 － 1

経常利益 147,678 35,793 111,884

特別利益 － － －

特別損失 － 6,601 △ 6,601

税引前当期純利益 147,678 29,191 118,486

法人税、住民税及び事業税 54,960 2,290 52,670

法人税等調整額 △ 21,276 － △ 21,276

当期純利益 113,994 26,901 87,092

前期繰越利益 116,383 89,482 26,901

当期未処分利益 230,378 116,383 113,994

営
　
業
　
損

益

の

部

営
業
外
損
益
の
部

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

特
別
損
益
の
部

営
　
業
　
損
　
益
　
の
　
部

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

特
別
損
益
の
部

科　　目

営
　
業
　
損

益

の

部

営
業
外
損
益
の
部

経
　
常
　
損
　
益
　
の
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特
別
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益
の
部

営
　
業
　
損
　
益
　
の
　
部

経
　
常
　
損
　
益
　
の
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特
別
損
益
の
部

科　　目
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（単位：千円未満切捨て）

当　　期 前　　期

自　平成16年 4月 1日 自　平成15年 4月 1日
至　平成17年 3月31日 至　平成16年 3月31日

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 147,678 29,191

減価償却費 30,039 31,595

賞与引当金の増減額 10,350 △ 5,000

役員退職慰労引当金の増減額 △ 21,293 19,026

退職給付引当金の増減額 △ 8,832 △ 910

受取利息及び受取配当金 △ 4,319 △ 3,978

固定資産除却損 － 988

ゴルフ会員権評価損 － 4,049

営業未収入金の増減額 △ 20,643 △ 4,834

未払費用の増減額 △ 20,039 30,546

その他 2,148 29,197

小計 115,088 129,874

利息及び配当金の受取額 4,319 3,978

法人税等の支払額 △ 3,044 △ 2,290

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 116,362 131,562

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 10,000 △ 10,000

定期預金の払戻による収入 10,000 10,000

有形固定資産の取得による支出 △ 6,179 △ 3,547

無形固定資産の取得による支出 △ 3,830 △ 10,973

貸付金の回収による収入 11,146 5,621

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 1,136 △ 8,900

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 117,498 122,661

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 3,330,221 3,207,560

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 3,447,720 3,330,221

キャッシュ・フロー計算書
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利　益　処　分　案

（単位：千円未満切捨て）

当 期 前 期
科　　　　　　目 自　平成16年 4月 1日 自　平成15年 4月 1日

至　平成17年 3月31日 至　平成16年 3月31日

当 期 未 処 分 利 益 230,378 116,383

次 期 繰 越 利 益 230,378 116,383
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１.重要な会計方針 
(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定） 
時価のないもの………移動平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産：定率法 
無形固定資産：定額法 

なお、ソフトウェアについては、社内における見積利用可能期間(5
年)に基づく定額法を採用しています。 

(3) 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金         ……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

います。 
賞 与 引 当 金         ……従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期の負

担額を計上しています。 
退 職 給 付 引 当 金         ……従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき、当期末において発生していると認

められる額を計上しています。 
役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要

支給額の 100％を計上しています。 
(4) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
(5) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 
(6) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許資金、随

時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来する短期投資からなっ

ています。 
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２.会計方針の変更 
従来より当取引所の貸借対照表に計上しておりました預託金代用有価証券（信認金）

については、最近における預託金代用有価証券の処理に関する実務慣行を踏まえ、

財務情報の比較可能性を一層高めるべく、当期より注記による方法に会計処理を変

更いたしました。これに伴い、総資産及び総負債の額がそれぞれ 219,562 千円だけ

減少しております。 

 
３.貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額  117,742 千円 
(2) 株式会社日本証券クリアリング機構（以下「クリアリング機構」という。）他 7 社と

締結した「損失補償契約書」に基づき、現物取引の清算業務に関し、クリアリング

機構の清算参加者による損失補償対象債務の不履行又は不履行のおそれが生じたこ

とに起因してクリアリング機構に生じた損失に対して、他の損失補償人と連帯して、

平成 14 年 9 月 30 日現在におけるそれぞれの違約損失積立金相当額を限度として、

上記不履行の発生した時点又はクリアリング機構が債務不履行のおそれがあると認

定を行った時点におけるクリアリング機構への出資比率に応じて、当該損失を補償

することとなっております。なお、当取引所の損失補償限度額は 303,178 千円であ

ります。 
(3) 信認金特定資産 

当取引所は、証券取引法第 107 条の 4 の規定及び当取引所の規則に基づき、取引参

加者の債務不履行により有価証券の売買等の委託者等が被るリスクを担保するため、

各取引参加者から信認金の預託を受けております。これらについて、当取引所の規

則に基づき他の資産と区分して管理されているため、資産・負債とも当該目的を付

した科目により表示しております。 
(4) 担保受入金融資産の時価評価額 

貸借対照表上に計上していない代用有価証券の時価評価額は以下のとおりでありま

す。 
信認金代用有価証券   315,764 千円 

上記代用有価証券は、有価証券の売買等の契約不履行の発生時等において処分権を

有するものであります。 
(5) 商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する増加純資産額  1,809 千円 
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４.キャッシュ・フロー計算書に関する注記 
現金及び現金同等物の当期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                   当 期     前 期    
                    （千円）   （千円）   
現金及び預金勘定          3,457,720   3,340,221 
定期預金               △10,000   △10,000    
現金及び現金同等物当期末残高    3,447,720   3,330,221 
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外国会社向け上場制度等の新設について 

平成17年４月26日 

株式会社名古屋証券取引所 

Ⅰ．趣 旨 

近年、当取引所には海外の証券関係者から外国会社の上場の可能性に関する照会が寄せられている状況にある。当取引所に外国会社が上場する

こととなれば、我が国投資者にとって外国会社への投資の機会がより身近なものとなり、また、海外の企業の資金調達の場として日本の証券市場

の一層の国際化にも寄与するものと考えられる。 

そこで当取引所は、外国会社向けの上場制度等を創設し、もって海外の資金需要の旺盛な企業に対し日本市場での上場による資金調達の途を開

くとともに、投資者に多様な投資対象を提供することとする。 

 

Ⅱ．制度概要 

項   目 内   容 備   考 

１．上場制度 

(1) 新規上場 

① 上場の申請 

 

 

 

・外国株券の上場は、当該外国株券の発行者からの申請によ

り行うものとする。 

 

 

 

※内国株券と同様 

 

② 上場申請書類 

 

・外国株券を上場申請しようとする新規上場申請者は、「有

価証券上場申請書」及び次に掲げる書類及びその他の当取

引所の定める書類を提出するものとする。 

ａ．取締役会において上場申請を決議したことを証する書

面 

ｂ．上場申請に係る株券見本 

ｃ．定款 

ｄ．上場申請のための有価証券報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「上場申請のための有価証券報告書」は、Ⅰの

部及び当取引所が上場審査のため適当と認める

書類から成るものとする。 

資料２－１ 
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項   目 内   容 備   考 

ｅ．幹事取引参加者が作成した推薦書（セントレックスへ

の新規上場申請者は提出を要しない。） 

ｆ．有価証券上場申請書等に記載された法令に関する事項

が、真実、かつ、正確であることについての法律専門家

の法律意見書 

ｇ．有価証券上場申請書に記載された代表者が、当該株券

の上場に関し、正当な権限を有する者であることを証す

る書面 

ｈ．年次報告書・半期報告書・四半期報告書の写し 

ｉ．主要な事業活動の前提となる事項等について記載した

書面 

ｊ．株主数状況表 

ｋ．株式事務取扱機関及び配当金支払取扱銀行を指定して

いることを証する書面の写し 

ｌ．適時開示規則に規定する会社の代理人等を選定してい

ることを証する書面の写し 

ｍ．セントレックスへの新規上場申請者である場合には、

次の書類 

(a) 新規上場申請者が高い成長の可能性を有していると

認められる者である旨及びその成長に係る評価の対象

とした事業について幹事取引参加者が記載した書面 

(b) 上場日以後３年間において年２回以上、投資に関す

る説明会を本邦内において開催することについて確約

した書面 

(c) 適時開示規則に規定する会社の代理人等を通じて会

社情報の適時開示等を適切に行う旨を確約した書面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 上場審査基準 

 

・上場審査は、次のａからｅまで及びｈからｊまでに適合し、

かつ、ｆ又はｇに適合するものを対象として行うものとす

る。 
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項   目 内   容 備   考 

 

（上場株式数） 

 

ａ．上場株式数が、上場の時までに、当取引所の市場におけ

る売買単位の2,000倍の数量に相当する数以上になる見込

みのあること。 

 

※内国株券と同様 

・「当取引所の市場における売買単位」は、２．

売買制度 (2)売買単位参照。 

 

（分布状況） 

 

ｂ．次の(a)及び(b)に適合していること。 

(a) 本邦内株主の数が、上場の時までに、300人以上になる

見込みのあること。 

(b) 特定の株主に著しく多数の株式が所有されていると認

められないこと。 

 

 

・「本邦内株主」とは、上場申請に係る株券の当

取引所の市場における売買単位以上の株式を実

質的に所有している本邦内に住所又は居所を有

する者（上場申請に係る株券が、当該外国会社

の属する国（以下「本国」という。）その他の

本邦以外の地域（以下「外国」という。）の証

券取引所又は外国の組織された店頭市場（以下

「外国の証券取引所等」という。）において上

場又は継続的に取引されていない場合であっ

て、当取引所のみに上場申請が行われるときは、

外国に住所又は居所を有する者を含む。）で、

新規上場申請者の特別利害関係者及び払込済普

通株式総数の100分の１以上の株式を所有する

者以外の者をいうものとする。 

・内国株券の場合、少数特定者持株数比率を80％

以下としている。 

 

（上場時価総額） 

 

ｃ．上場日における上場時価総額が10億円以上となる見込み

のあること。 

 

※内国株券と同様 

・「上場時価総額」とは、上場に係る公募又は売

出しの価格に上場時において見込まれる上場株

式数（払込済普通株式総数）を乗じて得た額を

いうものとする。 

 

（設立後経過年数） ｄ．株式会社として設立された後、上場申請日の直前事業年 ※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

 度の末日までに３か年以上経過していて、かつ、継続的に

営業活動をしていること。 

 

 

（株主資本（純資産）の

額） 

 

ｅ．上場申請日の直前事業年度の末日における株主資本（純

資産）の額が、３億円以上であること。 

 

※内国株券と同様 

 

（利益の額） 

 

ｆ． 近１年間の利益の額が、１億円以上であること。 

 

※内国株券と同様 

 

（時価総額） 

 

ｇ．上場日における時価総額が1,000億円以上となる見込みの

あること。ただし、 近１年間における売上高が100億円未

満である場合を除く。 

 

※内国株券と同様 

 

（虚偽記載又は不適正意

見等） 

 

ｈ．次の(a)から(c)までに適合していること。 

(a) 近２年間に終了する各事業年度若しくは各連結会計

年度の財務諸表等又は各事業年度における中間会計期間

若しくは各連結会計年度における中間連結会計期間の中

間財務諸表等が記載又は参照される有価証券報告書等

（有価証券届出書、発行登録書並びに発行登録追補書類

及びこれらの書類の添付書類及びこれらの書類に係る参

照書類、有価証券報告書及びその添付書類並びに半期報

告書をいう。以下同じ。）に「虚偽記載」を行っていな

いこと。 

(b) 近２年間に終了する各事業年度及び各連結会計年度

の財務諸表等に添付される監査報告書（ 近１年間に終

了する事業年度及び連結会計年度の財務諸表等に添付さ

れるものを除く。）において、公認会計士若しくは監査

法人又はこれらに相当する者（以下「公認会計士等」と

いう。）の「無限定適正意見」又は「除外事項を付した

限定付適正意見」が記載されていること。 

(c) 近１年間に終了する事業年度及び連結会計年度の財

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

務諸表等に添付される監査報告書並びに 近１年間に終

了する事業年度における中間会計期間及び連結会計年度

における中間連結会計期間の中間財務諸表等に添付され

る中間監査報告書において、公認会計士等の「無限定適

正意見」又は「中間財務諸表等が有用な情報を表示して

いる旨の意見」が記載されていること。 

 

（株式事務取扱機関及び

配当金支払取扱銀行の

指定） 

 

ｉ．株式事務（名義書換事務及び株券発行事務を除く。以下

同じ。）及び配当金支払事務を行う当取引所の承認する株

式事務取扱機関及び配当金支払取扱銀行を指定しているか

又は当該機関等から指定についての内諾を得ていること。

 

・「株式事務取扱機関」とは、実質株主に対して

株式事務を取り扱う本邦内に住所を有する機関

をいうものとする。 

・「配当金支払取扱銀行」とは、実質株主に対し

て配当金の支払事務を取り扱う本邦内に住所を

有する金融機関（支店を含む。）をいうものと

する。 

 

（株式の譲渡制限） 

 

ｊ．株式の譲渡につき制限を行っていないこと。 

 

※内国株券と同様 

・ただし、株式の譲渡に関して制限を行うことが

本国の法律の規定の適用を受けるために必要と

認められる場合又はこれに準ずる場合であっ

て、かつ、その内容が当取引所の市場における

売買を阻害しないものと認められるときはこの

限りでない。 

 

④セントレックスの上場審

査基準 

 

・セントレックスへの上場申請が行われた外国株券の上場審

査は、次のａからｆまでに適合するものを対象として行う

ものとする。 

 

 

（分布状況） 

 

ａ．次の(a)及び(b)に適合していること。 

(a) 上場申請日から上場日の前日までの期間に、当取引所

の市場における売買単位の500倍の数量に相当する数以

※内国株券と同様 

・審査対象とする「公募又は売出し」は、本邦内

において行うものに限るものとする。 
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項   目 内   容 備   考 

上の上場申請に係る株券の公募又は売出しを行うこと。

(b) 本邦内株主の数が、上場の時までに、300人以上になる

見込みのあること。 

 

 

（上場時価総額） 

 

ｂ．上場日における上場時価総額が５億円以上となる見込み

のあること。 

 

※内国株券と同様 

 

（売上高） 

 

ｃ．成長事業に係る売上高が上場申請日の前日までに計上さ

れていること。 

 

※内国株券と同様 

 

（虚偽記載又は不適正意

見等） 

 

ｄ．次の(a)から(c)までに適合していること。 

(a) 「上場申請のための有価証券報告書」に添付される監

査報告書（ 近１年間に終了する事業年度及び連結会計

年度の財務諸表等に添付されるものを除く。）において、

公認会計士等の「無限定適正意見」又は「除外事項を付

した限定付適正意見」が記載されていること。 

(b) 「上場申請のための有価証券報告書」に添付される監

査報告書（ 近１年間に終了する事業年度及び連結会計

年度の財務諸表等に添付されるものに限る。）及び中間

監査報告書において、公認会計士等の「無限定適正意見」

又は「中間財務諸表等が有用な情報を表示している旨の

意見」が記載されていること。 

(c) 「上場申請のための有価証券報告書」に添付される監

査報告書又は中間監査報告書に係る財務諸表等又は中間

財務諸表等が記載又は参照される有価証券報告書等に

「虚偽記載」を行っていないこと。 

 

※内国株券と同様 

 

（株式事務取扱機関及び

配当金支払取扱銀行の

指定） 

ｅ．株式事務及び配当金支払事務を行う当取引所の承認する

株式事務取扱機関及び配当金支払取扱銀行を指定している

か又は当該機関等から指定についての内諾を得ているこ
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項   目 内   容 備   考 

 と。 

 

（株式の譲渡制限） 

 

ｆ．株式の譲渡につき制限を行っていないこと。 

 

※内国株券と同様 

・ただし、株式の譲渡に関して制限を行うことが

本国の法律の規定の適用を受けるために必要と

認められる場合又はこれに準ずる場合であっ

て、かつ、その内容が当取引所の市場における

売買を阻害しないものと認められるときはこの

限りでない。 

 

⑤ 上場審査 

 

・外国株券の上場審査は、新規上場申請者及び新規上場申請

者の企業グループに関する次の(a)から(e)までに掲げる事

項について行うものとする。 

 

 

(a) 企業の継続性及び収益性 

継続的に事業を営み、かつ、経営成績の見通しが良好

なものであるかどうか、次に掲げる点について検討する

ものとする。 

イ．新規上場申請者の企業グループの損益及び収支の見

通しが良好なものであること。この場合において、当

該企業グループの経営活動（営業活動並びに投資活動

及び財務活動をいう。以下同じ。）が健全に継続され

る状況にあると認められるときであって、次の(ｲ)から

(ﾊ)までのいずれかに該当するときは、当該損益及び収

支の見通しが良好なものとして取り扱うものとする。

(ｲ) 新規上場申請者の企業グループの 近における損

益及び収支の水準を維持することができる見込みの

あること。 

(ﾛ) 新規上場申請者の企業グループの損益又は収支が

・審査は、新規上場申請者の本国及び上場申請に

係る株券が上場又は継続的に取引されている外

国の証券取引所等の所在する国（以下「本国等」

という。）における法制度、実務慣行等を勘案

して行うものとする。 

 

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

悪化している場合において、当該企業グループの損

益又は収支の水準の今後における回復が見込まれる

など当該状況の改善が認められること。 

(ﾊ) 新規上場申請者の企業グループの 近における損

益又は収支が良好でない場合において、当該企業グ

ループが近い将来に相応の利益を計上することが見

込まれ、かつ、当該企業グループの今後における損

益又は収支の回復又は改善が認められること。 

ロ．新規上場申請者の企業グループが、新規上場申請者

が相応の利益配当を行うに足りる利益を計上する見込

みのあること。 

ハ．新規上場申請者及びその資本下位会社等の仕入れ、

生産、販売その他の経営活動が、取引先との取引実績、

製商品の需要動向その他の事業の遂行に関する状況に

照らして、安定的かつ継続的に遂行することができる

状況にあること。この場合において、資本下位会社等

に係る状況の検討については、新規上場申請者の企業

グループに及ぼす影響の重要性を考慮して行うものと

する（以下同じ。）。 

ニ．新規上場申請者の企業グループの主要な事業活動の

前提となる事項について、その継続に支障をきたす要

因が発生している状況が見られないこと。 

ホ．新規上場申請者及びその資本下位会社等の資産の保

全及び経営活動の効率性を確保するため、経営管理組

織（社内諸規則を含む。）が適切に整備、運用されて

いる状況にあること。 

ヘ．新規上場申請者及びその資本下位会社等の従業員の

異動又は出向者の受入れ等の状況が、事業の安定的な

遂行に必要な人員が確保されない状況にあるなど、継

続的な経営活動を阻害するものでないこと。 
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項   目 内   容 備   考 

 

(b) 企業経営の健全性 

事業を公正かつ忠実に遂行しているかどうか、次に掲

げる点について検討するものとする 

イ．新規上場申請者及びその資本下位会社等が、その特

別利害関係者、人的関係会社又は資本的関係会社その

他の特定の者に対し、取引行為（間接的な取引行為及

び無償の役務の提供を含む。以下同じ。）その他の経

営活動を通じて不当に利益を供与していないこと。 

ロ．新規上場申請者の役員の相互の親族関係、その構成

又は他の会社等の役職員等との兼職の状況が、当該新

規上場申請者の役員としての公正、忠実かつ十分な業

務の執行又は有効な監査の実施を損なう状況でないこ

と。 

 

(c) 企業内容等の開示の適正性 

企業内容等の開示を適正に行うことができる状況にあ

るかどうか、次に掲げる点について検討するものとする。

イ．新規上場申請書類のうち企業内容の開示に係るもの

が法令等に準じて作成されており、かつ、次に掲げる

事項が分かりやすく記載されていること。 

(ｲ) 本国等の法制度、新規上場申請者及びその企業グ

ループの財政状態及び経営成績、役員・大株主・関

係会社等に関する重要事項等、投資者の投資判断に

重要な影響を及ぼす可能性のある事項 

(ﾛ) 新規上場申請者の企業グループの主要な事業活動

の前提となる事項 

ロ．新規上場申請者及びその資本下位会社等の会計組織

が、採用する会計処理の基準等に照らして、適切に整

備、運用されている状況にあること。 

 

 

※内国株券と同様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内国株券と同様 

 

・外国の証券取引所等に上場等されていない場合

であって、当取引所のみに上場申請が行われる

ときは、次に掲げる事項が記載されていること

を要するものとする。 

イ．上場申請日の直前事業年度の末日の１年前

の日から上場日の前日までの間におけるａ）

株主割当以外の方法による新株発行又は新株

予約権若しくは新株予約権付社債の発行の状

況、ｂ）特別利害関係者等が所有する株式数

の変動の状況 

ロ．株式、新株予約権又は新株予約権付社債の

所有者が、新規上場申請者又は同社が元引受
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項   目 内   容 備   考 

ハ．新規上場申請者及びその資本下位会社等が、その特

別利害関係者、人的関係会社若しくは資本的関係会社

その他の特定の者との間の取引行為又は資本下位会社

等の株式の所有割合の調整等により、新規上場申請者

の企業グループの実態の開示を歪めていないこと。 

ニ．新規上場申請者が、会社情報の管理に係る社内規程

に基づき経営に重大な影響を与える事実等の会社情報

を管理し、当該会社情報を適時、適切に開示すること

ができる状況にあること。 

 

(d) 子会社上場となる場合 

親会社等を有している場合には、次に掲げる点につい

て検討するものとする。 

イ．親会社等又は新規上場申請者の不利益となる取引の

強制・誘引の有無の状況 

ロ．親会社等との間の通常の取引条件と著しく異なる条

件による取引の有無の状況 

ハ．親会社等が公開会社であること又は新規上場申請者

がその経営に重大な影響を与える親会社等に関する事

実等の会社情報を適切に把握することができる状況に

あり、次の(ｲ)又は(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる事項について当

該親会社等が同意することについて書面により確約す

ること 

(ｲ) 親会社等の有価証券報告書等を公衆の縦覧に供す

ること 

(ﾛ) 親会社等が有価証券報告書に準じて作成した書類

を、上場後においても各事業年度ごとに当取引所に

提出し、当取引所が公衆の縦覧に供すること 

(ﾊ) 新規上場申請者が、当該親会社等に関する事実等

の会社情報のうち、新規上場申請者の経営に重大な

契約を締結する証券会社との間において、上

場後の一定期間におけるこれらの有価証券の

保有に関する取決めを行っている場合には、

その内容 

 

 

 

 

 

 

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

影響を与えるものを投資者に対して適時、適切に開

示すること 

 

(e) 株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていな

いかどうか、その他公益又は投資者保護の観点から問題

がないかどうかについて検討するものとする。 

 

⑥ セントレックスの上場

審査 

 

・セントレックスへの上場申請が行われた外国株券の上場審

査は、新規上場申請者及び新規上場申請者の企業グループ

に関する次の(a)から(e)までに掲げる事項について行うも

のとする。 

(a) 企業の成長性 

新規上場申請者（その企業グループを含む。）が高い

成長の可能性を有していると認められる事業を営んでい

るかどうかについて検討するものとする。 

 

 

(b) 企業内容、リスク情報等の開示の適切性 

企業内容、リスク情報等の開示を適切に行うことがで

きる状況にあるかどうか、次に掲げる点について検討す

るものとする。 

イ．新規上場申請書類のうち企業内容の開示に係るもの

が法令等に準じて作成されており、かつ、新規上場申

請者及びその企業グループの業種・業態の状況を踏ま

え、本国における法制等の概要、財政状態・経営成績・

資金収支の状況に係る分析及び説明、関係会社の状況、

研究開発活動の状況、大株主の状況、役員・従業員の

状況、配当政策、公募増資の資金使途、リスク情報と

しての性格を有する情報等、投資者の投資判断上有用

な事項が分かりやすく記載されていること。 

・審査は、新規上場申請者の本国等における法制

度、実務慣行等を勘案して行うものとする。 

 

 

・幹事証券会社から新規上場申請者の成長可能性

等に係る書面を提出させるとともに、新規上場

申請者の事業計画を中心に、経営幹部・監査役

（必要に応じて幹事証券会社、担当監査法人等

を含む。）に対するヒアリングに基づき検討す

る。 

・外国の証券取引所等に上場等されていない場合

であって、当取引所のみに上場申請が行われる

ときは、次に掲げる事項が記載されていること

を要するものとする。 

イ．上場申請日の直前事業年度の末日の１年前

の日から上場日の前日までの間におけるａ）

株主割当以外の方法による新株発行又は新株

予約権若しくは新株予約権付社債の発行の状

況、ｂ）特別利害関係者等が所有する株式数

の変動の状況 

ロ．株式、新株予約権又は新株予約権付社債の

所有者が、新規上場申請者又は同社が元引受

契約を締結する証券会社との間において、上
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項   目 内   容 備   考 

ロ．新規上場申請者及びその資本下位会社等の会計組織

が、採用する会計処理の基準等に照らして、相応に整

備され、適切に運用されている状況にあること。 

ハ．新規上場申請者及びその資本下位会社等が、その特

別利害関係者、人的関係会社若しくは資本的関係会社

その他の特定の者との間の取引行為又は資本下位会社

等の株式の所有割合の調整等により、新規上場申請者

の企業グループの実態の開示を歪めていないこと。 

ニ．新規上場申請者が、会社情報の管理に係る社内規程

に基づき経営に重大な影響を与える事実等の会社情報

を管理し、当該会社情報を適時、適切に開示すること

ができる状況にあること。 

ホ．新規上場申請者が、四半期における財務・業績の概

況を、適時、適切に開示できる状況にあること。 

 

(c) 企業経営の健全性 

事業を公正かつ忠実に遂行できるかどうか、特定の者

に対して不当に利益を供与するような取引の有無につい

て検討するものとする。 

 

(d) 子会社上場となる場合 

親会社等を有している場合には、次に掲げる点につい

て検討するものとする。 

イ．親会社等又は新規上場申請者の不利益となる取引の

強制・誘引の有無の状況 

ロ．親会社等との間の通常の取引条件と著しく異なる条

件による取引の有無の状況 

ハ．親会社等が公開会社であること又は新規上場申請者

がその経営に重大な影響を与える親会社等に関する事

実等の会社情報を適切に把握することができる状況に

場後の一定期間におけるこれらの有価証券の

保有に関する取決めを行っている場合には、

その内容 
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項   目 内   容 備   考 

あり、次の(ｲ)又は(ﾛ)及び(ﾊ)に掲げる事項について当

該親会社等が同意することについて書面により確約す

ること 

(ｲ) 親会社等の有価証券報告書等を公衆の縦覧に供す

ること 

(ﾛ) 親会社等が有価証券報告書に準じて作成した書類

を、上場後においても各事業年度ごとに当取引所に

提出し、当取引所が公衆の縦覧に供すること 

(ﾊ) 新規上場申請者が、当該親会社等に関する事実等

の会社情報のうち、新規上場申請者の経営に重大な

影響を与えるものを投資者に対して適時、適切に開

示すること 

 

(e) その他 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていな

いかどうか、その他公益又は投資者保護の観点から問題

がないかどうかについて検討するものとする。 

 

(2) 会社情報の適時開示等 ・当取引所が定める決定事項及び発生事実並びに決算の内容

等について適時開示するものとし、また、当取引所が定め

るところに従い書類を提出するものとする。 

・本邦内に住所又は居所を有する者であって、当取引所との

関係において一切の行為につき代理又は代表する権限を有

する者を選定するものとする。 

 

※原則として、内国株券の発行者と同様とするが、

本国における法制度等を勘案するものとする。 

(3) 一部指定 

① 一部指定の申請 

 

・発行者からの申請により行うものとする。 

 

※内国株券と同様 

 

② 一部指定の基準 

 

・市場第二部銘柄である外国株券の市場第一部銘柄への指定

は、次のａからｅまで並びにｈ及びｉに適合し、かつ、ｆ
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項   目 内   容 備   考 

又はｇに適合するものを対象として行うものとする。 

 

（上場株式数） ａ．直前事業年度の末日等における上場株式数が、当取引所

の市場における売買単位の２万倍の数量に相当する数以上

であること。 

 

※内国株券と同様 

 

（分布状況） ｂ．次の(a)及び(b)に適合していること。 

(a) 直前事業年度の末日等における本邦内株主の数が

2,200人以上であること。 

(b) 特定の株主に著しく多数の株式が所有されていると認

められないこと。 

 

 

・内国株券の場合、上場株式数に応じた株主数（

低2,200人）を求めている（逓増）ほか、少数特

定者持株数比率を原則70％以下としている。 

 

（売買高） ｃ． 近３か月間及びその前３か月間のそれぞれの期間にお

ける月平均売買高が、当取引所の市場における売買単位の

200倍の数量に相当する数以上であること。 

 

※内国株券と同様 

・外国の証券取引所等にも上場している銘柄の場

合、当取引所における月平均売買高と外国の証

券取引所等における月平均売買高のいずれかが

当該基準に適合することを要するものとする。 

 

（上場時価総額） ｄ．上場時価総額が40億円以上であること。 

 

※内国株券と同様 

 

（株主資本(純資産)の

額） 

ｅ．直前事業年度の末日における株主資本（純資産）の額が

10億円以上であること。 

 

※内国株券と同様 

 

（利益の額） ｆ．次の(a)又は(b)に適合すること。 

(a) 近２年間における利益の額が、 初の１年間は１億

円以上、 近の１年間は４億円以上であること。 

(b) 近３年間における利益の額が、 初の１年間は１億

円以上、 近の１年間は４億円以上であり、かつ、 近

３年間の利益の額の総額が６億円以上であること。 

 

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

（時価総額） ｇ．時価総額が1,000億円以上であること。ただし、 近１年

間における売上高が100億円未満である場合を除く。 

 

※内国株券と同様 

 

（虚偽記載又は不適正意

見等） 

ｈ．次の(a)及び(b)に適合していること。 

(a) 近５年間に終了する各事業年度若しくは各連結会計

年度の財務諸表等又は各事業年度における中間会計期間

若しくは各連結会計年度における中間連結会計期間の中

間財務諸表等が記載又は参照される有価証券報告書等に

「虚偽記載」を行っていないこと。 

(b) 近５年間に終了する各事業年度及び各連結会計年度

の財務諸表等に添付される監査報告書並びに各事業年度

における中間会計期間及び各連結会計年度における中間

連結会計期間の中間財務諸表等に添付される中間監査報

告書において、公認会計士等の「無限定適正意見」若し

くは「除外事項を付した限定付適正意見」又は「中間財

務諸表等が有用な情報を表示している旨の意見」若しく

は「除外事項を付した限定付意見」が記載されているこ

と。 

 

※内国株券と同様 

 

（実質面の審査） ｉ 次の(a)から(e)までに適合していること。 

 

(a) 上場会社及びその資本下位会社等により構成される上

場会社の企業グループの損益及び収支の見通しが良好な

ものであること。この場合において、当該企業グループ

の経営活動が健全に継続される状況にあると認められる

ときであって、次のイからハまでのいずれかに該当する

ときには、当該損益及び収支の見通しが良好なものとし

て取り扱うものとする。 

イ．上場会社の企業グループの 近における損益及び収

支の水準を維持することができる見込みのあること。

・審査は、上場会社の本国等における法制度、実

務慣行等を勘案して行うものとする。 

※内国株券と同様。 
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項   目 内   容 備   考 

ロ．上場会社の企業グループの損益又は収支が悪化して

いる場合において、当該企業グループの損益又は収支

の水準の今後における回復が見込まれるなど当該状況

の改善が認められること。 

ハ．新規上場申請者の企業グループの 近における損益

又は収支が良好でない場合において、当該企業グルー

プが近い将来に相応の利益を計上することが見込ま

れ、かつ、当該企業グループの今後における損益又は

収支の回復又は改善が認められること。 

(b) 上場会社の企業グループが、上場会社が相応の利益配

当を行うに足りる利益を計上する見込みのあること。 

(c) 上場会社の企業グループの主要な事業活動の前提とな

る事項について、その継続に支障を来す要因が発生して

いる状況が見られないこと。 

(d) 上場会社が提出する書類のうち企業内容の開示に係る

ものに、次に掲げる事項が分かりやすく記載されている

こと。 

イ．本国等の法制度、上場会社及びその企業グループの

財政状態及び経営成績、役員・大株主・関係会社等に

関する重要事項等、投資者の投資判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項 

ロ．上場会社の企業グループの主要な事業活動の前提と

なる事項 

(e) 公益又は投資者保護の観点から適当と認められるこ

と。 

 

③ 一部指定の特例 ・外国株券の発行者の合併等に伴う市場第一部銘柄への指定

は、次のａからｃの区分に従い、それぞれに適合するもの

を対象として行うものとする。 
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（再上場等の場合） ａ 合併等（株式交換、株式移転、持株会社への組織変更及

び会社分割を含む。）に伴い再上場等が行われる外国株券

のうち、当取引所が適当と認めるものについては、市場第

一部銘柄に指定するものとする。 

 

・指定替え基準に定める「上場株式数」及び「分

布状況」に該当しないことを要するものとする。 

 

（セントレックスからの

市場変更の場合） 

ｂ セントレックスからの上場市場の変更が行われる外国株

券のうち、当取引所が適当と認めるものについては、市場

第一部銘柄に指定するものとする。 

 

・申請による上場市場の変更の場合は、一部指定

基準に定める「上場株式数」、「分布状況」、

「売買高」、「上場時価総額」並びに「虚偽記

載又は不適正意見等」に適合することを要する

ものとする。 

・申請によらない上場市場の変更の場合は、上場

市場の変更が市場第一部銘柄の上場会社の吸収

合併又は市場第一部銘柄の上場会社を完全子会

社とする株式交換によるものであり、指定替え

基準に定める「上場株式数」及び「分布状況」

に該当しないことを要するものとする。 

 

（新規上場等の場合） ｃ 「再上場等の場合」及び「セントレックスからの市場変

更の場合」に定める場合のほか、新規上場申請者の上場申

請に係る外国株券及びセントレックスからの上場市場の変

更が行われる外国株券のうち、上場株式数が多大で、株式

の分布状況等が特に良好であると認められる銘柄について

は、市場第一部銘柄に指定することができるものとする。

 

・次のａからｃまでに適合することを要するもの

とする。 

ａ 上場株式数が、上場時又は上場市場の変更時

までに当取引所の市場における売買単位の10万

倍の数量に相当する数以上になる見込みがある

こと。 

ｂ 上場時価総額が500億円以上であること。 

ｃ 本邦内株主の数が、上場時または上場市場の

変更時までに2,200人以上となる見込みがある

こと。 

 

(4) 市場第二部銘柄への指定

替え 
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① 申請によらない指定替

え 

・市場第一部銘柄である外国株券が次のａからｅまでのいず

れかに該当する場合には、市場第二部銘柄への指定替えを

行う。 

 

（上場株式数） ａ．上場株式数が、当取引所の市場における売買単位の２万

倍の数量に相当する数に満たない場合。 

 

※内国株券と同様。 

・ａに該当した場合の指定替えの時期は、上場株

式数の減少に関する株主総会決議についての書

面による報告を受けたときは上場株式数の減少

の効力発生日に、それ以外のときは、当該基準

に該当することを確認した日の属する月の翌月

から起算して２か月目の初日とする。 

 

（分布状況） ｂ．本邦内株主の数が2,000人未満である場合において、１か

年以内に2,000人以上とならないとき。 

 

・内国株券の場合、上場株式数に応じた株主数（

低2,000人）を求めている。 

・ｂに該当した場合の指定替えの時期は、審査対

象決算期の翌日から起算して１か年目の日の属

する月の翌月から起算して５か月目の月の初日

とする。 

 

（売買高） ｃ． 近１年間の月平均売買高が、当取引所の市場における

売買単位の40倍の数量に相当する数未満である場合。 

 

※内国株券と同様 

・外国の証券取引所等にも上場している銘柄の場

合、当取引所における月平均売買高と外国の証

券取引所等における月平均売買高のいずれかが

当該基準に適合することを要するものとする。 

・ｃに該当した場合の指定替えの時期は、確認し

た日の属する月の翌月から起算して２か月目の

初日とする。 

 

（上場時価総額） ｄ．上場時価総額が20億円に満たない場合において、９か月

（事業改善計画等の提出・公表がない場合は３か月）以内

※内国株券と同様。 

・ｄに該当した場合の指定替えの時期は、該当し
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項   目 内   容 備   考 

に20億円以上とならないとき。 

 

た月の末日の翌月から起算して２か月目の月の

初日とする。 

 

（債務超過） ｅ．上場会社が債務超過の状態となった場合。 

 

※内国株券と同様。 

・ｅに該当した場合の指定替えの時期は、審査対

象決算期の末日の翌月から起算して５か月目の

月の初日とする。 

 

② 申請による指定替え ・上場会社が、市場第一部銘柄から市場第二部銘柄の指定替

えを申請しようとするときは、当取引所所定の申請書を提

出するものとする。 

 

※内国会社と同様。 

・指定替えを申請した場合の指定替えの時期は、

指定替えを決定した日の属する月の翌月から起

算して２か月目の月の初日とする。 

 

(5) 上場廃止 

① 上場廃止基準 

 

 

（外国の証券取引所等に

おける上場廃止等） 

 

・外国株券が次のａからｑまでのいずれかに該当する場合に

は、その上場を廃止する。 

 

ａ．次の(a)又は(b)に該当する場合。ただし、当該銘柄の外

国の証券取引所等における上場廃止の理由等又は当取引所

における流通の状況その他の事由を勘案して、上場を廃止

することが適当でないと認められるときは、この限りでな

い。 

(a) 外国の証券取引所に上場されている銘柄については、

当該証券取引所における当該銘柄の上場廃止が決定され

たとき。 

(b) 外国の組織された店頭市場で取引されている銘柄につ

いては、当該店頭市場における当該銘柄の相場を即時に

入手することができない状態となったと当取引所が認め

たとき。 
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項   目 内   容 備   考 

（上場株式数） 

 

ｂ．上場株式数が、当取引所の市場における売買単位の2,000

倍の数量に相当する数に満たない場合。 

 

※内国株券と同様 

 

（分布状況） ｃ．本邦内株主の数が150人未満である場合において、１か年

以内に150人以上とならないとき。 

 

※内国株券と同様 

・内国株券の場合、この他に少数特定者持株数比

率を80％以下としている。 

 

（売買高） ｄ． 近１年間の月平均売買高が、当取引所の市場における

売買単位の３倍の数量に相当する数未満である場合。 

 

※内国株券と同様 

・外国の証券取引所等にも上場している銘柄の場

合、当取引所における月平均売買高と外国の証

券取引所等における月平均売買高のいずれかが

当該基準に適合することを要するものとする。 

 

（上場時価総額） ｅ．上場時価総額が５億円に満たない場合において、９か月

（事業改善計画等の提出・公表がない場合は３か月）又は

上場時価総額が上場株式数に２を乗じて得た数値に満たな

い場合において、３か月以内に当該数値以上とならないと

き。 

 

※内国株券と同様 

 

（債務超過） ｆ．上場会社が債務超過の状態となった場合において、１か

年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 

 

※内国株券と同様 

 

（銀行取引の停止） ｇ．上場会社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停

止された場合又は停止されることが確実となった場合。 

 

※内国株券と同様 

 

（破産手続、再生手続、

更生手続又は整理） 

ｈ．上場会社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手

続、更生手続若しくは整理を必要とするに至った場合又は

これに準ずる状態になった場合。 

 

※内国株券と同様 

 

（営業活動の停止） ｉ．上場会社が営業活動を停止した場合又はこれに準ずる状 ※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

態になった場合。 

 

 

（不適当な合併等） 

 

ｊ．次の(a)又は(b)に掲げる場合において、当該(a)又は(b)

に該当すると当取引所が認めた場合 

(a) 上場会社が非上場会社の吸収合併等を行った場合 

当該上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が

認めた場合において、当該上場会社が３か年以内に株券

上場審査基準に準じて当取引所が定める基準に適合しな

いとき。 

(b) 上場会社が再上場した場合（当事者がすべて上場会社

である場合を除く。） 

当該上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が

認めた場合において、当該上場会社が３か年以内に株券

上場審査基準に準じて当取引所が定める基準に適合しな

いとき。 

 

※内国株券と同様 

 

（有価証券報告書又は半

期報告書の提出遅延） 

 

ｋ．２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令

第３条第１項の監査報告書又は中間監査報告書（公認会計

士又は監査法人に相当する者による監査証明に相当する証

明に係る監査報告書又は中間監査報告書を含む。）を添付

した有価証券報告書又は半期報告書を、法第24条第１項又

は第24条の５第１項に定める期間の経過後１か月以内に、

内閣総理大臣等に提出しなかった場合 

 

※内国株券と同様 

 

（虚偽記載又は不適正意

見等） 

 

ｌ．次の(a)又は(b)に該当する場合 

(a) 上場会社が有価証券報告書等に「虚偽記載」を行い、

かつ、その影響が重大であると当取引所が認めた場合 

(b) 上場会社の財務諸表等に添付される監査報告書又は中

間財務諸表等に添付される中間監査報告書において、公

認会計士等によって、監査報告書については「不適正意

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

見」又は「意見の表明をしない」旨が、中間監査報告書

については「中間財務諸表等が有用な情報を表示してい

ない意見」又は「意見の表明をしない」旨が記載され、

かつ、その影響が重大であると当取引所が認めた場合 

 

（上場契約違反等） 

 

ｍ．上場会社が上場契約について重大な違反を行った場合、

当取引所の規定に基づき提出した宣誓書において宣誓した

事項について重大な違反を行った場合又は上場契約の当事

者でなくなることとなった場合 

 

※内国株券と同様 

 

（配当金支払取扱銀行又

は株式事務取扱機関の

指定） 

ｎ．上場会社が、適時開示規則に規定する配当金支払取扱銀

行又は株式事務取扱機関を指定しないこととなった場合又

は指定しないこととなることが確実となった場合 

 

 

（株式の譲渡制限） 

 

ｏ．上場会社が株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。

 

※内国株券と同様 

・ただし、株式の譲渡に関して制限を行うことが

本国の法律の規定の適用を受けるために必要と

認められる場合又はこれに準ずる場合であっ

て、かつ、その内容が当取引所の市場における

売買を阻害しないものと認められるときは、こ

の限りでない。 

 

（完全子会社化） 

 

ｐ．上場会社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全

子会社となる場合 

 

※内国株券と同様 

 

（その他） 

 

ｑ．公益又は投資者保護のため、当取引所が当該銘柄の上場

廃止を適当と認めた場合 

 

※内国株券と同様 

 

② セントレックス上場銘

柄の上場廃止基準 

・セントレックス上場銘柄である外国株券が次のａからｐま

でのいずれかに該当する場合には、その上場を廃止する。
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項   目 内   容 備   考 

   

（外国の証券取引所等に

おける上場廃止等） 

 

ａ．次の(a)又は(b)に該当する場合。ただし、当該銘柄の外

国の証券取引所等における上場廃止の理由等又は当取引所

における流通の状況その他の事由を勘案して、上場を廃止

することが適当でないと認められるときは、この限りでな

い。 

(a) 外国の証券取引所に上場されている銘柄については、

当該証券取引所における当該銘柄の上場廃止が決定され

たとき。 

(b) 外国の組織された店頭市場で取引されている銘柄につ

いては、当該店頭市場における当該銘柄の相場を即時に

入手することができない状態となったと当取引所が認め

たとき。 

 

 

（株式の分布状況） 

 

ｂ．本邦内株主の数が150人未満である場合において、１か年

以内に150人以上とならないとき。 

 

※内国株券と同様 

 

（売買高等） 

 

ｃ． 近１年間の月平均売買高が、当取引所の市場における

売買単位の10倍の数量に相当する数未満となり、かつ、月

平均値付率が20％未満となり、その後１年間の月平均売買

高が当取引所の市場における売買単位の10倍の数量に相当

する数以上又は月平均値付率が20％以上にならなかったと

き。 

 

※内国株券と同様 

・外国の証券取引所等にも上場している銘柄の場

合、当取引所における月平均売買高又は月平均

値付率と外国の証券取引所等における月平均売

買高又は月平均値付率のいずれかが当該基準に

適合することを要するものとする。 

（上場時価総額） ｄ．上場時価総額が３億円に満たない場合において、９か月

（事業改善計画等の提出・公表がない場合は３か月）又は

上場時価総額が上場株式数に２を乗じて得た数値に満たな

い場合において、３か月以内に当該数値以上とならないと

き。 

 

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

（債務超過） ｅ．上場会社が債務超過の状態となった場合において、１か

年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 

 

※内国株券と同様 

 

（銀行取引の停止） ｆ．上場会社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停

止された場合又は停止されることが確実となった場合。 

 

※内国株券と同様 

 

（破産手続、再生手続、

更生手続又は整理） 

ｇ．上場会社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手

続、更生手続若しくは整理を必要とするに至った場合又は

これに準ずる状態になった場合。この場合において、当取

引所が適当と認める再建計画の開示を行った場合には、当

該再建計画を開示した日の翌日から１か月間の上場時価総

額が５億円以上とならないとき。 

 

※内国株券と同様 

 

（営業活動の停止） ｈ．上場会社が営業活動を停止した場合又はこれに準ずる状

態になった場合。 

 

※内国株券と同様 

 

（不適当な合併等） 

 

ｉ．次の(a)又は(b)に掲げる場合において、当該(a)又は(b)

に該当すると当取引所が認めた場合 

(a) 上場会社が非上場会社の吸収合併等を行った場合 

当該上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が

認めた場合において、当該上場会社が３か年以内に株券

上場審査基準に準じて当取引所が定める基準に適合しな

いとき。 

(b) 上場会社が再上場した場合（当事者がすべて上場会社

である場合を除く。） 

当該上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が

認めた場合において、当該上場会社が３か年以内に株券

上場審査基準に準じて当取引所が定める基準に適合しな

いとき。 

 

※内国株券と同様 
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項   目 内   容 備   考 

（有価証券報告書又は半

期報告書の提出遅延） 

 

ｊ．２人以上の公認会計士又は監査法人による監査証明府令

第３条第１項の監査報告書又は中間監査報告書（公認会計

士又は監査法人に相当する者による監査証明に相当する証

明に係る監査報告書又は中間監査報告書を含む。）を添付

した有価証券報告書又は半期報告書を、法第24条第１項又

は第24条の５第１項に定める期間の経過後１か月以内に、

内閣総理大臣等に提出しなかった場合 

 

※内国株券と同様 

 

（虚偽記載又は不適正意

見等） 

 

ｋ．次の(a)又は(b)に該当する場合 

(a) 上場会社が有価証券報告書等に「虚偽記載」を行い、

かつ、その影響が重大であると当取引所が認めた場合 

(b) 上場会社の財務諸表等に添付される監査報告書又は中

間財務諸表等に添付される中間監査報告書において、公

認会計士等によって、監査報告書については「不適正意

見」又は「意見の表明をしない」旨が、中間監査報告書

については「中間財務諸表等が有用な情報を表示してい

ない意見」又は「意見の表明をしない」旨が記載され、

かつ、その影響が重大であると当取引所が認めた場合 

 

※内国株券と同様 

 

（上場契約違反等） 

 

ｌ．上場会社が上場契約について重大な違反を行った場合、

当取引所の規定に基づき提出した宣誓書において宣誓した

事項について重大な違反を行った場合又は上場契約の当事

者でなくなることとなった場合 

 

※内国株券と同様 

 

（配当金支払取扱銀行又

は株式事務取扱機関の

指定） 

ｍ．上場会社が、適時開示規則に規定する配当金支払取扱銀

行又は株式事務取扱機関を指定しないこととなった場合又

は指定しないこととなることが確実となった場合 

 

 

（株式の譲渡制限） 

 

ｎ．上場会社が株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。

 

※内国株券と同様 

・ただし、株式の譲渡に関して制限を行うことが
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項   目 内   容 備   考 

本国の法律の規定の適用を受けるために必要と

認められる場合又はこれに準ずる場合であっ

て、かつ、その内容が当取引所の市場における

売買を阻害しないものと認められるときは、こ

の限りでない。 

 

（完全子会社化） 

 

ｏ．上場会社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全

子会社となる場合 

 

※内国株券と同様 

 

（その他） 

 

ｐ．公益又は投資者保護のため、当取引所が当該銘柄の上場

廃止を適当と認めた場合 

 

※内国株券と同様 

 

(6) 上場関係料金 

 

・別途検討する。 

 

 

２．売買制度 

(1) 売買の種類 

 

・普通取引及び当日取引の２種類とする。 

 

 

(2) 売買単位 ・当該外国株券の株価を基準として1,000株、500株、100株、

50株、10株又は１株とする。 

・「売買単位」は、上場申請に係る公募又は売出

しに係る公開価格の次に掲げる区分に従い、そ

れぞれに定める単位によるものとする。 

イ．500円未満 1,000株 

ロ．500円以上1,000円未満 500株 

ハ．1,000円以上5,000円未満 100株 

ニ．5,000円以上１万円未満 50株 

ホ．１万円以上10万円未満 10株 

ヘ．10万円以上 １株 

・売買単位は、当取引所が定めるところにより定

期的に見直しを行うこととする。 

 

(3) 円滑な流通の確保 ・外国株券について、幹事証券会社である取引参加者は、当  
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項   目 内   容 備   考 

取引所の市場における当該外国株券の円滑な流通の確保に

努めるものとする。 

 

(4) その他 ・その他の売買制度は内国株券と同様とする。 

 

 

３．決済制度 ・振替決済制度により行うものとする。 

 

 

４．定率負担金 ・別途検討する。 

 

 

５．その他 ・その他所要の規定整備を行う。 

 

 

 

Ⅲ．実施の時期 

平成17年６月初旬の実施を目途とする。 

 

以  上 
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上場諸基準比較表（内国株券・外国株券） 

 

１．上場審査基準 

項 目 内国株券 外国株券 

上場株式数 2000単位以上 売買単位の2000倍以上 

少数特定 

者持株数 
80％以下 － 

株主数 300人以上 本邦内株主数             300人以上

株
式
の
分
布
状
況 

その他 － 
特定の株主に著しく多数の株式が所有

されていないこと 

上場時価総額 10億円以上 10億円以上 

設立後経過年数 ３か年以上 ３か年以上 

株主資本 

（純資産）の額 

〈連結〉                ３億円以上

〈単体〉                        正

〈連結〉                ３億円以上

〈単体〉                        正

利益の額 

or 

時価総額 

近１年間              １億円以上

or 

1000億円以上（売上高100億円以上）

近１年間              １億円以上

or 

1000億円以上（売上高100億円以上）

近２年間        「虚偽記載」なし 近２年間        「虚偽記載」なし
虚偽記載又は 

不適正意見等 
近２年間        監査意見「適正」

（ 近１年間は「無限定適正」） 

近２年間        監査意見「適正」

（ 近１年間は「無限定適正」） 

代行機関等 

への委託等 

当取引所の承認する株式事務代行機関

に委託 

当取引所の承認する株式事務取扱機関

及び配当金支払取扱銀行を指定 

株券の様式 当取引所の定める様式に適合 － 

株式の譲渡制限 
株式の譲渡につき制限を行っていない

こと 

株式の譲渡につき制限を行っていない

こと 

保振への同意 
指定保管振替機関における取扱いに係

る同意を行っていること 
－ 

 

資料２－２
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２．一部指定基準 

項 目 内国株券 外国株券 

上場株式数 ２万単位以上 売買単位の２万倍以上 

少数特定 

者持株数 
70％以下 － 

株主数 低2200人以上 本邦内株主数            2200人以上

株
式
の
分
布
状
況 

その他 － 
特定の株主に著しく多数の株式が所有

されていないこと 

売買高 
近３か月間及びその前３か月間の 

月平均売買高           200単位以上

近３か月間及びその前３か月間の 

月平均売買高   売買単位の200倍以上

上場時価総額 40億円以上 40億円以上 

株主資本 

（純資産）の額 
〈連結〉                10億円以上 〈連結〉                10億円以上

利益の額 

or 

時価総額 

a. 近２年間において 

初の１年間          １億円以上

近の１年間          ４億円 〃 

b. 近３年間において 

初の１年間          １億円以上

近の１年間          ４億円 〃 

近３年間合計        ６億円 〃 

or 

1000億円以上（売上高100億円以上）

a. 近２年間において 

初の１年間          １億円以上

近の１年間          ４億円 〃 

b. 近３年間において 

初の１年間          １億円以上

近の１年間          ４億円 〃 

近３年間合計        ６億円 〃 

or 

1000億円以上（売上高100億円以上）

近５年間        「虚偽記載」なし 近５年間        「虚偽記載」なし虚偽記載又は 

不適正意見等 近５年間        監査意見「適正」 近５年間        監査意見「適正」

 

３．二部指定替え基準 

項 目 内国株券 外国株券 

上場株式数 ２万単位未満 売買単位の２万倍未満 

少数特定 

者持株数 
－ － 

株主数 低2000人未満 本邦内株主数            2000人未満

株
式
の
分
布
状
況 

その他 － － 

売買高 
近１年間の月平均売買高 

                        40単位未満

近１年間の月平均売買高 

                売買単位の40倍未満

上場時価総額 20億円以上 20億円以上 

債務超過 債務超過となった場合 債務超過となった場合 
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４．上場廃止基準 

項 目 内国株券 外国株券 

外国の証券取引

所等における上

場廃止等 

－ 
外国の証券取引所等における上場廃止

等が決定された場合 

上場株式数 2000単位未満 売買単位の2000倍未満 

少数特定 

者持株数 

80％超（猶予期間１年間） 

※90％超の場合は猶予期間なし 
－ 

株主数 150人未満 本邦内株主数             150人未満

株
式
の
分
布
状
況 

その他 － － 

売買高 
近１年間の月平均売買高 

３単位未満

近１年間の月平均売買高 

売買単位の３倍未満

上場時価総額 ５億円未満 ５億円未満 

債務超過 
債務超過となった場合 

（猶予期間１年間） 

債務超過となった場合 

（猶予期間１年間） 

銀行取引の停止 銀行取引が停止された場合 銀行取引が停止された場合 

破産手続等 
破産手続､再生手続､更生手続又は整理

を必要とするに至った場合 

破産手続､再生手続､更生手続又は整理

を必要とするに至った場合 

営業活動の停止 営業活動を停止した場合 営業活動を停止した場合 

不適当な合併等 不適当な合併等を行った場合 不適当な合併等を行った場合 

有価証券報告書

等の提出遅延 

２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査報告書等を添付した有価証券

報告書等を提出期限経過後１か月以内

に提出しなかった場合 

２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査報告書等を添付した有価証券

報告書等を提出期限経過後１か月以内

に提出しなかった場合 

虚偽記載又は 

不適正意見等 

有価証券報告書等に虚偽記載を行い、

その影響が重大であると当取引所が認

めた場合 

監査報告書において、「不適正意見」又

は「意見の表明をしない」旨が記載さ

れ、その影響が重大であると当取引所

が認めた場合 

有価証券報告書等に虚偽記載を行い、

その影響が重大であると当取引所が認

めた場合 

監査報告書において、「不適正意見」又

は「意見の表明をしない」旨が記載さ

れ、その影響が重大であると当取引所

が認めた場合 

上場契約違反等 
上場契約又は宣誓書において宣誓した

事項について重大な違反を行った場合

上場契約又は宣誓書において宣誓した

事項について重大な違反を行った場合

代行機関等 

への委託等 

当取引所の承認する株式事務代行機関

に委託しないこととなった場合 

株式事務取扱機関又は配当金支払取扱

銀行を指定しないこととなった場合 

株式の譲渡制限 
株式の譲渡につき制限を行うこととし

た場合 

株式の譲渡につき制限を行うこととし

た場合 
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項 目 内国株券 外国株券 

完全子会社化 
株式交換又は株式移転により完全子会

社となる場合 

株式交換又は株式移転により完全子会

社となる場合 

保振への 

同意撤回 

指定保管振替機関における取扱いに係

る同意を撤回した場合 
－ 

その他 
公益又は投資者保護のため、当取引所

が上場廃止を適当と認めた場合 

公益又は投資者保護のため、当取引所

が上場廃止を適当と認めた場合 

 



5/7 

【セントレックス】 

１．上場審査基準 

項 目 内国株券 外国株券 

上場時の公

募･売出し 
500単位以上 売買単位の500倍以上 

株
式
の
分
布
状
況 

株主数 300人以上 本邦内株主数             300人以上

上場時価総額 ５億円以上 ５億円以上 

売上高 
成長事業に係る売上高が計上されてい

ること 

成長事業に係る売上高が計上されてい

ること 

Ⅰの部            「虚偽記載」なし Ⅰの部            「虚偽記載」なし
虚偽記載又は 

不適正意見等 
Ⅰの部            監査意見「適正」

（ 近１年間は「無限定適正」） 

Ⅰの部            監査意見「適正」

（ 近１年間は「無限定適正」） 

代行機関等 

への委託等 

当取引所の承認する株式事務代行機関

に委託 

当取引所の承認する株式事務取扱機関

及び配当金支払取扱銀行を指定 

株券の様式 当取引所の定める様式に適合 － 

株式の譲渡制限 
株式の譲渡につき制限を行っていない

こと 

株式の譲渡につき制限を行っていない

こと 

保振への同意 
指定保管振替機関における取扱いに係

る同意を行っていること 
－ 
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２．上場廃止基準 

項 目 内国株券 外国株券 

外国の証券取引

所等における上

場廃止等 

－ 
外国の証券取引所等における上場廃止

等が決定された場合 

株式の分布状況 株主数                   150人未満 本邦内株主数             150人未満

売買高等 

近１年間の月平均売買高 

10単位未満

and 

近１年間の月平均値付率 

20％未満

近１年間の月平均売買高 

売買単位の10倍未満

and 

近１年間の月平均値付率 

20％未満

上場時価総額 ３億円未満 ３億円未満 

債務超過 
債務超過となった場合 

（猶予期間１年間） 

債務超過となった場合 

（猶予期間１年間） 

銀行取引の停止 銀行取引が停止された場合 銀行取引が停止された場合 

破産手続等 
破産手続､再生手続､更生手続又は整理

を必要とするに至った場合 

破産手続､再生手続､更生手続又は整理

を必要とするに至った場合 

営業活動の停止 営業活動を停止した場合 営業活動を停止した場合 

不適当な合併等 不適当な合併等を行った場合 不適当な合併等を行った場合 

有価証券報告書

等の提出遅延 

２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査報告書等を添付した有価証券

報告書等を提出期限経過後１か月以内

に提出しなかった場合 

２人以上の公認会計士又は監査法人に

よる監査報告書等を添付した有価証券

報告書等を提出期限経過後１か月以内

に提出しなかった場合 

虚偽記載又は 

不適正意見等 

有価証券報告書等に虚偽記載を行い、

その影響が重大であると当取引所が認

めた場合 

監査報告書において、「不適正意見」又

は「意見の表明をしない」旨が記載さ

れ、その影響が重大であると当取引所

が認めた場合 

有価証券報告書等に虚偽記載を行い、

その影響が重大であると当取引所が認

めた場合 

監査報告書において、「不適正意見」又

は「意見の表明をしない」旨が記載さ

れ、その影響が重大であると当取引所

が認めた場合 

上場契約違反等 
上場契約又は宣誓書において宣誓した

事項について重大な違反を行った場合

上場契約又は宣誓書において宣誓した

事項について重大な違反を行った場合

代行機関等 

への委託等 

当取引所の承認する株式事務代行機関

に委託しないこととなった場合 

株式事務取扱機関又は配当金支払取扱

銀行を指定しないこととなった場合 

株式の譲渡制限 
株式の譲渡につき制限を行うこととし

た場合 

株式の譲渡につき制限を行うこととし

た場合 

完全子会社化 
株式交換又は株式移転により完全子会

社となる場合 

株式交換又は株式移転により完全子会

社となる場合 
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項 目 内国株券 外国株券 

保振への 

同意撤回 

指定保管振替機関における取扱いに係

る同意を撤回した場合 
－ 

その他 
公益又は投資者保護のため、当取引所

が上場廃止を適当と認めた場合 

公益又は投資者保護のため、当取引所

が上場廃止を適当と認めた場合 

 


